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序     文 
 

ニジェール共和国では、近年の初等教育に対する支援の拡充により、初等教育就学率は飛躍的に

向上したが、その結果増加した初等教育修了者の受け皿となる中等教育の量と質の確保が重要な課

題であると認識されている。 

このような状況を受け、同国政府は、ケニア国中等理数科教育強化計画（SMASSE）のアフリカ

域内連携ネットワーク(SMASSE-WECSA)のメンバー国となり、人的交流などを通して、ケニアに

おける理数科教員の教授法改善の取り組みを学んできた。これらケニアとの交流を踏まえ、同国政

府は理数科教員の教授法改善を目的とした現職教員研修の実施に関する支援を我が国に対し、要請

してきた。 

これを受けて国際協力機構（JICA）は、ニジェールにおける理数科教員の教授能力向上に対する

協力を検討するため、2006 年３月に第１次事前評価調査団、同年６月に第２次事前評価調査団を派

遣し、同国政府や関係機関との間で、協力計画の策定に関する協議を行った。本報告書は、プロジ

ェクトの要請背景および案件形成の経過と概略を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの

実施にあたって活用されることを願うものである。 

ここに、本調査にご協力をいただいたケニア国中等理数科教育強化計画の専門家など内外の関係

者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 

平成 19 年１月 
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左：全国実験教材整備センター 
（CNM）の実験室 

 
 
 
左下：CNM の実験教材作成機材 

（教材作成材料がなくなり 
放置されたまま） 

 
右下：実験室に置かれた薬品類 

左：第 1 次事前調査 MM 署名式 
（中央視学官事務所） 



 
 

 
 
 

 

 
 

 

左：中等・高等教育・研究科学技術省 

大臣への調査報告（一番奥が大臣）

左：第 2 次事前調査協議の様子 
（中央視学官事務所） 

左：第 2 次事前調査 MM 署名式 
（中等・高等教育・研究・科学技術

省次官室） 
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NEPAD The New Partnership for Africa’s Development アフリカ開発のための新パ

ートナーシップ 
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l’Education 

教育開発 10 カ年計画 
 

R/D Record of Discussion 討議議事録 
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ェクト） 

SMASSE-WEC
SA 

SMASSE in Western, Eastern, Central & Southern 
Africa 

SMASSE アフリカ域内ネッ

トワーク 

TICAD Tokyo International Conference for African
Development 

アフリカ開発会議 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNESCO United Nations Educational, Scientific, and Cultural 
Organization 

国連教育科学文化機関 

 



 

 －1－

目     次 
 

序 文 

地 図 

写 真 

略語表 

目 次 

 

第１章 要請の背景 .......................................................................................................................  1 
 

第２章 調査協議の経過と概略 .....................................................................................................  2 
２－１ プロジェクト形成の経過と概略 ...................................................................................  2 
２－２ 討議議事録の署名 .........................................................................................................  3 

 

第３章 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） .....................................................................  4 
 

 

 

付属資料 

１．第 1 次事前評価調査報告書 .................................................................................................. 13 
２．第 2 次事前評価調査報告書 .................................................................................................. 49 
３．討議議事録（Record of Discussion） ..................................................................................... 79 
４．ミニッツ（プロジェクトドキュメント含む） ..................................................................... 93 

 

 



 1

第１章 要 請 の 背 景 
 

二ジェール共和国においては、日本の中学にあたる前期中等教育の就学期間は４年間である。2004

年の施設数は 269 校、2492 教室、生徒数は 134,861 人（女生徒比率 39.1％）、教員数は 3,085 人で、

総就学率は 19.18％である。この数値は 2002 年（総就学率 13％）と比較すると飛躍的に伸びている

が、サブサハラ諸国と比較しても依然低い数値である。課題は、現在、各国ドナーが中心となり小

学校建設を推進しているが、中学校建設を支援するドナーは少なく、中学進学と同時に再度藁葺き

小屋で授業を受けるケースも出ている。また、教育の質という面でも、これまでフランスやアフリ

カ開発銀行の協力を得て、座学を中心として教科内容の充実を図っているものの、現地に合った実

習教材の開発・普及を含む一貫した研修体制の整備が課題となっている。 

今後は各ドナーが集中的に援助を実施してきた初等教育と併せ、その卒業生の受け皿となる前期

中等教育、また次世代の国の開発を担う人材育成を推進するべく中等教育の質の向上を図る必要が

ある。このような状況を考え、ニジェールは中等教育の質の向上の一環として、教育開発 10 カ年計

画（Programme Décennal de Développement de l’Education: PDDE2003-2012）において、2013 年までに

中等教育の総就学率を現在の 19.18％から 36％まで上げることや、中等教育における教員研修の改

善やカリキュラムの改訂、教材の作成、施設の整備など実習教育の充実を目指している。 

一方、ケニアで成果を挙げている中等理数科教育強化計画（Strengthening Mathematics and Science 
in Secondary Education: SMASSE）フェーズ II が、先般「アフリカ開発のための新パートナーシップ」

（The New Partnership for Africa’s Development: NEPAD）イニシアティブのフラッグシッププログラ

ム1として指定を受けたが、ニジェールからは中等・高等教育・研究・科学技術省（Ministry of Secondary 
and High Education, Research and Technology: MESS/R/T）から「SMASSE アフリカ域内ネットワーク」

（SMASSE in Western, Eastern, Central & Southern Africa: SMASSE-WECSA）会議へ 2003 年から毎年

出席し、さらにケニアで開催される SMASSE 広域研修にも参加し、中等教育視学官事務所（National 
Pedagogic Inspectors’ Office: IPN）や実習教材整備センター（National Maintenance Center: CNM）を中

心に中等理数科の強化を目指している。 

上記背景のもと、ニジェール政府は、日本政府に対し、SMASSE-WECSA との連携を念頭に置い

た2、中等理数科教員の現職教員研修や現地に適した教材の作成・整備を通じて教員の指導力向上を

目的とする技術協力プロジェクトの実施を要請した。 

                                                        
1 NEPAD と SMASSE-WECSA 間で、2004 年８月に Letter of Understanding（LOU）を取り交わし、アフリカにおける

理数科教育の強化について連携（研修の共催、戦略の策定など）することを確認している。 
2 SMASSE では中等理数科教育を強化するため、現職教員研修システムを構築し、フェーズ II では、SMASSE-WECSA
でアフリカ域内に同プロジェクトの経験を発信、域内諸国で共有している。現在メンバー国は 30 カ国にのぼり、

ニジェールもその一つである。SMASSE の特徴として、授業改造アプローチを通称 ASEI-PDSI という ASEI（Activity, 
Student, Experiment, Improvisation）と PDSI（Plan, Do, See, Improve）をキーワードに概念化したことが挙げられる。

教師中心ではなく生徒中心で、かつ生徒の到達度を確認するツールとしての実験の実施や教師の創意工夫の発揚を

目指している。ASEI アプローチに基づく授業の計画、実施、評価、改善というサイクルの実践を併せて啓発して

いる。 
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第２章 調査協議の経過と概略 
 

２－１ プロジェクト形成の経過と概略 

本プロジェクトの形成にあたり、以下の調査団を派遣した。 

① 第１次事前評価調査 2006 年３月７日～2006 年３月 15 日 

② 第２次事前評価調査 2006 年６月２日～2006 年６月 ９日 

 

各調査の概略は以下のとおり。 

 

（１）第１次事前評価調査 

期  間 2006 年３月７日～2006 年３月 15 日 

団員構成（所属） 団長：石原伸一（JICA 人間開発部第１グループ基礎教育第２チーム長） 

現職教員研修運営管理：長沼啓一（ケニア SMASSE 専門家） 

理数科教育：Peula Lelei（SMASSE 生物部門 主任教科担当官） 

協力企画：岩崎理恵（JICA 人間開発部第１グループ基礎教育第２チーム） 

派遣の目的 要請内容を確認し、以下のとおり、プロジェクトの枠組みについてニジェー

ル側関係者と協議し合意する。 

① 関係機関、中学校の訪問、関係者との協議を通し、ニジェール中等教育

や理数科教育の現状について把握する。 

② 同国関係者と要請内容の確認を行い、プロジェクトの枠組み（目的、活

動、投入、実施体制など）について合意する。 

③ 合意した枠組みを踏まえ、先方とわが方の投入の検討 

④ プロジェクト立ち上げまでに行う作業とスケジュールの確認 

調査結果概略 ① 協力目的については、前期中等教育の理数科教員を対象とした現職教員

研修（In-Service Education and Training: INSET）の実施を通して、教員の教

授能力を向上させることを目的として実施することで合意した。 

② 実施体制について、ニジェール側より７人の専属 C／P を任命すること

で合意した。 

③ 投入までは議論することができず、第２次調査で詳細を議論することと

なった。 

 

（２）第２次事前評価調査 

期間 2006 年６月２日～2006 年６月９日 

団員構成（所属） 団長：杉山隆彦（ケニア SMASSE チーフアドバイザー） 

理数科教育：Peula Lelei（SMASSE 生物部門 主任教科担当官） 

協力企画：岩崎理恵（JICA 人間開発部第 1 グループ基礎教育第２チーム） 

派遣の目的 第 1 次事前調査の合意事項を踏まえ、プロジェクトの詳細（PDM、PO）並び

にコストシェアリングについて協議のうえ、合意する。 

調査結果概略 ① 本プロジェクトの枠組みの中で INSET の制度化を目指すのではなく、将

来的な INSET システムの構築を目指しながら、第一義的には教員研修の実

施に重点を置いたプロジェクトとなるよう、第１次事前調査からプロジェ

クトデザインの変更を行った。 
② 中央研修実施経費、教員研修の教員に対する交通費、その他ワークショ
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ップや、校長研修実施経費を JICA 負担とし、教員研修にかかる教員の宿泊

費と、SMASSE ケニアでの第三国研修に参加する際の研修員に対する日当、

事務所での光熱費については、先方政府が負担することで合意した。 
③ 将来的な INSET 制度化のため、INSET のステークホルダー（学校長、地

域の有力者、保護者など）を巻き込んだ INSET 支援システムの構築をコン

ポーネントの一つして加えた。 

 

２－２ 討議議事録の署名 

第１次・第２次事前評価調査の結果を踏まえ、JICAニジェール事務所を通じ、協力実施体制の詳

細などに関して先方とさらに協議を重ね、2006年10月に実施協議の討議議事録（Record of Discussion: 
R／D）をJICAニジェール事務所長と中等・高等教育・研究・科学技術省（MESS／R／T）次官とで

署名した。 
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第３章 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

１．案件名 

二ジェール国中等理数科教育強化計画（SMASSE 二ジェール）プロジェクト 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

二ジェール共和国における前期中等レベルの理数科教員の教授能力が現職教員研修によって強

化されることを目的として、首都であるニアメとパイロット地域（ドッソ州とティラベリ州）に

おいて、ケニア国中等理数科教育強化計画プロジェクト(SMASSE)3で開発されたモデルを参考

に、中央視学官、地方視学官、理数科教員を対象とした理数科現職教員研修を実施する。 

（２） 協力期間 

2006 年 10 月下旬から 2009 年 10 月下旬の３年間とする。 

（３） 協力総額（日本側） 

約２億円 

（４） 協力相手先機関 

ニジェール中等・高等教育・研究・科学技術省 

（５） 国内協力機関 

特になし 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

① パイロット州の全前期中等理数科教員（中高一貫校教員含む） 954 人 

② パイロット州の全中学校校長（中高一貫校含む） 155 人 

③ 全国の中等理数科分野の中央視学官、地方視学官 のべ 172 人 

④ パイロット州の前期中等生徒数（中高一貫校含む） 約 7 万人 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状と問題点 

ニジェールは、国連開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）の人間開発報告

書（2005 年）によれば、人間開発指数が全世界 177 カ国中の最下位にランク付けられ、国民の６

割が１日１ドル以下で生活している。不十分な教育政策、政府財政のひっ迫などにより教育指標

も初等教育総就学率 52％、中等教育総就学率 15％（2005 年教育省統計）と他のサブサハラ諸国

と比較しても低い4。 

同国の前期中等教育の就学期間は４年間であり、2005 年の学校数は 359 校、生徒数は 159,809

人、教員数は 5,934 人（うち理数科教員 1,582 人）である。現在各国ドナーが中心となり初等教

育への支援が拡充された結果、初等教育総就学率は 2000 年の 34％から 2005 年には 52％まで急激

に向上したものの、中等教育に支援するドナーは少ない。そのため、増加した初等教育修了者の

受け皿となる中等教育の量と質の確保が中等・高等教育・研究・科学技術省の喫緊の課題となっ

ている。アクセス面ではアフリカ開発基金が実験室を併設した中学校の建設をしているのみであ

                                                        
3 ケニアで 1998 年より実施されている理数科教育強化プロジェクト。理数科の現職教員研修システムを構築し、理

数科教員に対し現職教員研修を実施、教員の能力向上を通じ、生徒達の理数科学力の向上を狙う。 
4 サブサハラ・アフリカ諸国の平均初等総就学率 91％、中等総就学率 28.4％（2006 年グローバル・モニタリング・

レポート、UNESCO）。 
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り、多くの生徒がコミュニティの支援により立てられた仮設教室を使っている。さらに教育の質

という面では、これまでフランスやアフリカ開発銀行の支援で、視学官に対し不定期の研修を通

した教科内容の充実を図っているものの教員に対する研修はほとんどなされていない。今後はさ

らに生徒中心型の教授法や現地で入手可能な材料を使った教材作成を含む一貫した現職教員研修

体制を整備し、教員の 70％近くを占める契約教員の質の向上が大きな課題となっている。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

各ドナーが集中的に援助を実施してきた初等教育と併せ、今後はその卒業生の受け皿であり、

次世代の国の開発を担う人材育成にとって重要な前期中等教育の質の向上を図る必要がある。こ

のような状況のもと、ニジェールは、教育開発 10 カ年計画（PDDE2003-2012）において、中等教

育の総就学率を 2001 年の 13％から 2012 年までに 36％まで上げることや、中等教育における教員

研修の改善、カリキュラムの改訂、教材の作成、施設の整備を計画している。また、教育の質の

向上については、特に科学教育に重点がおかれている。 

日本の援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付け）

対ニジェール JICA 国別事業実施計画では、日本の取り組むべき重点分野を教育、保健医療、農村

開発分野としている。理数科教育支援については、開発課題「開発のための人材育成推進」の中

の「中等理数科強化支援」（NEPAD5支援/質的向上）プログラムに位置付けられている。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

中等理数科教員の教授能力が現職教員研修によって強化される。 

【指標】6 

・ 対象地域における ASEI-PDSI 授業法7を使った授業の実践度 

・ 生徒の理数科に対する姿勢（プロジェクトで開発したモニタリング・評価ツールを用い

て、理数科選択生徒の増加、学習活動への生徒の積極的参加を測定） 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

  中学生の理数科の学力が改善される。 

【指標】 

・ 対象地域における学年末の理数科試験結果 

・ 対象地域の生徒による理数科の授業・教員パフォーマンス評価（プロジェクトで開発し

たモニタリング・評価ツールを用いて測定） 

                                                                                                                                                                                   
5「アフリカ開発のための新パートナーシップ」はアフリカ自身による緩やかな開発フレームワーク。ケニア SMASSE
は、SMASSE-WECSA と NEPAD 間で、2004 年 8 月に Letter of Understanding を取り交わし、アフリカにおける理

数科教育の強化について連携することを確認している。 
6 具体的な数値については、プロジェクト開始後ベースライン調査を実施し、ニジェールと合意することとしている。 
7 ASEI-PDSI はケニア SMASSE プロジェクトで導入した授業改善の理念。Activity(活動に基づいて知識を得る授業へ)、

Student（教師中心の授業から生徒中心の授業へ）、Experiment（講義中心から実験や教育方法を工夫した授業へ）、

Improvisation（身近な教材を使った小さな実験のある授業へ）について Plan（計画）、Do（実践）、See（評価）、Improve
（改善）というサイクルに沿って授業計画作成から評価、フィードバック、改善を行うことを提唱している。 
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（２） 成果（アウトプット）と活動 

【成果１】 現職教員研修のための中央及び地方 INSET チームが組織される。 

【活動】 

1.1 理数科教育に関するベースライン調査を実施する。 

1.2 中央研修講師を選定する。 

1.3 中央研修講師がケニア SMASSE で研修を受ける。 

1.4 中央及び地方研修のカリキュラム及び研修教材を開発する。 

1.5 地方研修講師を選定する。 

1.6 地方研修講師に対し、研修を実施する。 

1.7 研修の質をモニタリング・評価する。 

【指標】 

・ プロジェクトで開発したモニタリング・評価ツールを使った中央及び地方現職教員研修

の質評価。 

・ カウンターパートの任命、プロジェクト業務への優先的な従事。 

・ 開発された研修教材の種類や数。 

 

【成果２】教員の理数科における教育技術が向上する。 

【活動】 

2.1  各パイロット地域において研修を実施するクラスター（INSET クラスター）を設定す

る。 

2.2  教員研修の開催場所を決定する。 

2.3  設定した INSET クラスターで教員に対する研修を実施する。 

2.4  研修の質をモニタリング・評価する。 

2.5  教室・授業実践レベルでの教員研修のインパクトをモニタリング・評価する。 

【指標】 

・ 対象地域における INSET クラスター研修への教員参加人数、回数。 

・ 対象地域における教員の姿勢、ASEI-PDSI の実践についての評価（プロジェクトで開発

したモニタリング・評価ツールによる測定）。 

 

【成果３】INSET 研修実施の支援体制が強化される。 

【活動】 

   3.1 関係者（中央視学官、地方視学官、校長、核となる教員、COGES8代表、開発パート

ナー等）を集めて啓発ワークショップを実施する。 

   3.2  校長に対して、教員研修の教室・授業実践レベルでのインパクトをモニタリング・

評価するための校長研修を実施する。 

                                                                                                                                                                                   
8 学校運営委員会（Comité de Gestion des Établissements Scolaires）の略称。ニジェールでは政策として、全国の初等

中等学校に学校運営委員会を設置することとしており、同委員会は校長、教員、保護者会、母親会、児童の代表

者から構成されている。学校運営へのコミュニティの参加促進を通し、より現場のニーズに即して、限られたリ

ソースを有効に活用することを目的としている。 
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3.3  関係者に対し、必要に応じて INSET に関連する研修を実施する。 

【指標】 

・ 啓発ワークショップに参加したプロジェクト関係者の数 

・ 対象地域において、100 人以上の学校長が校長研修を受講する。 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 2 億円） 

専門家派遣：長期専門家 1 人（現職教員研修マネジメント）、短期専門家：必要に応じて

派遣、第三国専門家：理数科教育等 ４人 

供与機材：モニタリング活動用車輌１台、現職教員研修用機材（コンピュータ、リソグラ

フ、実験機材等） 

② 二ジェール側（総額 1500 万円） 

カウンターパート人件費、地方研修実施時の参加者宿泊費 

プロジェクトに必要な施設・土地、プロジェクト事務所光熱費、その他 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① プロジェクトの前提条件 

・ 対象地域の住民、理数科教育促進委員会9、教員組合がプロジェクト実施について反対し

ない。 

・ ニジェール政府の理数科教育強化に関する政策が変更されない。 

②プロジェクト実施上の外部条件 

A 上述成果が達成されるための外部条件は次のとおり。 

・ 学校における学習活動が妨害されない（ストライキなどに合わない）。 

・ 研修を受けたプロジェクト関係者がプロジェクト期間中は現在のポストにとどまる。 

・ 教員、中央視学官、地方視学官の労働環境が悪化しない。 

B プロジェクト目標を達成するための外部条件は次のとおり。 

・ 中央、地方研修講師、研修を受けた教員がプロジェクト期間中は現在のポストにとどまる。

・ 教員の処遇が悪化しない。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１） 妥当性 

本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

・ 1998 年にニジェール初の教育基本法（LOSEN）が定められ、同基本法の中で、科学技術

教育分野の重視を明記しており、その方法として特に理論と実践の融合を促進することとし

ている。また LOSEN を実現させるための具体的な方策として 2001 年に教育開発 10 カ年計

画（PDDE 2003-2012）が制定され、同計画の中でも科学技術教育重視を明記している。前

期中等教育に関しては、「教育の質、特に科学教育の質と妥当性を改善する」を目的の一つ

とし、右目的の詳細項目に「教員の質の改善」を掲げており、現職教員研修の必要性は高い。

・ 日本政府は「成長のための基礎教育イニシアティブ」(BEGIN)10で、教育の質向上への支 

                                                        
5 中等教育省大臣から承認を受けた理数科教育促進のための自主委員会。理数科の中央視学官、地方視学官で構成

されており、これまでにニューズレターの発行や自主教材の出版をしている。SMASSE-WECSA の二ジェール教
育省の窓口となっている。 

10 2002 年のカナナスキス・サミットで発表した日本の EFA 達成に向けた基礎教育協力の基本理念や重点分野をま
とめたもの。 
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 援として、日本が国際的比較優位を持つ理数科教育支援を重点分野としており、日本の政策

のうえでも優先度が高い。 

・ 対ニジェール JICA 国別事業実施計画の中で「中等理数科強化支援（NEPAD 支援／質的

向上）」プログラムに位置付けられている。 

（２） 有効性 

本案件は、次のような理由から有効であると判断される。 

・ 本プロジェクトでは、まず現職教員研修講師となる中央・地方視学官の育成（中央研修）

 を行い、これらの研修講師により、対象地域の現職理数科教員に対し、教員の意識・教授法・

教科内容について彼らのニーズに即した実践的な研修を行う。教員に対する指導、モニタリ

ングはニジェールの中央・地方視学官の本来業務であり、視学官自身も教員経験を持つため、

研修講師として最適である。 

・ 本プロジェクトでは現職教員研修の実施と合わせて、その支援体制構築のために、校長、

地域教育関係者、保護者などを対象とした啓発ワークショップや必要な研修を行う。教員以

外の関係者を効果的に巻き込むことにより、現職教員研修の支援体制が整備され、研修が適

切に運営され、さらに強化されるという相乗効果が期待される。 

・ このように理数科教育を取り巻く環境を包括的にとらえ、様々なレベルにアプローチする

 手法はケニア SMASSE で実施され、その効果が実証されており、ニジェールの状況もケニ

ア SMASSE 開始前の状況と似ていることから、同アプローチ手法によるプロジェクト目標

達成可能性は高い。 

（３） 効率性 

  本プロジェクトは次の理由により、効率性が高い。 

・ 本プロジェクトでは核となる研修講師育成のための中央研修のみを首都で実施し、教員

レベルの研修については、研修の効率性や学校レベルでの効果発現を考え、対象地域の中で

適切な規模のクラスターを組み、既存の中学校を使って実施する。 

・ 技術的インプットについても、日本人専門家以外に、ケニア SMASSE からの第三国専門 

家の派遣を主として考えており、また研修教材やモニタリング・評価ツールについても、ケ

ニア SMASSE で開発されたものをベースにニジェール向けに現地適応化することを考えてお

り、ゼロから作成する場合と比べ、非常に効率が高い。 

・ アフリカ開発基金（African Development Fund: AfDF）の支援で建設された実習教材整備セ

ンターを中央研修会場として活用する。さらに同センターには青年海外協力隊員（技術科教

師）が派遣される予定であり、身近な材料を使った実験や授業方法の開発支援が期待されて

いる。本プロジェクトでは同協力隊員と連携しながら、現職教員研修というトップダウンの

インプットと隊員による草の根レベルのサポートの両面から教員を支援することで効率の

よい協力を図る。 

（４） インパクト 

  本プロジェクトは、次の理由からインパクトが大きい。 

・ 本プロジェクトでは、教員レベルへの研修については、対象地域を３州に限定して実施

するものの、中央・地方視学官に対する研修（中央研修）については、全国の視学官を対象

としている。対象３州地域以外についても、中央研修を受講した中央・地方視学官を中心に、



 9

ニジェール政府の責任で独自に教員レベルの現職教員研修を実施することで合意している。

従って、本プロジェクトの波及効果は大きい。 

・ 本プロジェクトは西アフリカで展開される初めての SMASSE 型理数科案件であるため、

 本プロジェクトで開発される教材やモニタリング・評価ツールは同様の課題を抱える仏語圏

アフリカ諸国においても共有され、活用できる可能性が高い。 

（５） 自立発展性 

  本プロジェクトは以下の理由から自立発展性が見込まれる。 

・ プロジェクトの現職教員研修を受講した教員に対し、中等教育省は研修修了証書を発行

することとしており、将来的に現職教員研修が制度化された際には右証書を教員の昇進要件

とすることも検討している。本プロジェクトの現職教員研修を一過性のものとせず、教育省

の事業として制度化すべく、準備を進めている。 

・ 中等教育省は本プロジェクトの常勤カウンターパートを 7 人任命している。さらに本 

プロジェクト開始にあたり、大臣名でプロジェクトに対するコミットメントを約す文書を発

行するなど、中等教育省の本プロジェクトに対するオーナーシップは非常に高い。 

・ 教員に対する地方研修にかかる宿泊費、中央研修講師がケニア SMASSE で実施される第

三国研修に参加する際の日当については、中等教育省が負担することで合意している。ま

た、校長、保護者、コミュニティに対して、啓発セミナーや研修を実施すること、同時に

教室レベルで現職教員研修の効果を発現させることにより、現職教員研修に対する彼らの

理解を深め、必要性を認識してもらう。これにより、徐々に彼らの支援（具体的には教員

が研修に参加するための旅費、研修を実施するために必要な資機材費などの一部負担）に

よって研修運営が強化されることが期待される。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

中等教育における女子の就学児童数と男子の就学児童数は5対 811と依然男女間格差が見られ

るため、プロジェクトでは、理数科教員に対する現職教員研修と並行して、学校長や関係者に

対し啓発活動を行い、理数科教育の理解を深めるとともに、男女間格差の是正にも寄与するよ

う留意する。また、カウンターパートの中には女性を含めるなどの配慮を行っている。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

ニジェール中等教育省は SMASSE-WECSA12のメンバー国であり、SMASSE-WECSA 枠内での

技術交流（第三国研修参加、域内会合参加など）を通じ、ケニア SMASSE について理解したう

えで、同様のプロジェクト実施を望んでいる。従って、ケニア SMASSE や SMASSE 方式を採

用している他国での類似事例から得られた教訓を活用すべきである。また、JICA が 2004 年 11

月に実施した「評価結果の総合分析（初中等教育/理数科分野）」で整理・分析された教訓も活

用できる。以上の類似案件、報告書から得られる主な教訓は以下のとおり。 

・ 常に先方政府の責任、主体性の意識涵養を図り、日本側は支援者であるという意識を持つ

 こと 

・ 当該国･地域に既に存在するリソースを活用することは、案件の効率性、自立発展性の視

                                                        
11 2006 年グローバル・モニタリング・レポート（UNESCO） 
12 SMASSE-WECSA は、SMASSE プロジェクトの経験をアフリカ域内で共有するためのアフリカ域内連携ネットワ

ーク。年 1 回域内会合の開催や、メンバー国に対する第三国研修の実施、さらにケニアカウンターパートによる

メンバー国に対する技術支援（出張ベース）などを行っている。 
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点からは有効であるが、当該案件の目的に合致するかどうかには十分注意を払う必要があ

る。またリソースの活用に際しては、関係者に対し透明性と説明責任を確保することが不可

欠である。 

・ 研修参加へのインセンティブを高め、研修が制度化されることにつながるよう、中等教

育省による研修参加者への動機付け（例えば研修修了証書の発行など）を行う。 

・ プロジェクトの効率性、インパクト、自立発展性を促進するために制度化は有効である

が、制度化実現については、国ごとの背景（財政事情、行政構造など）が異なるため一様の

条件を導き出すことはできない。類似事例を参照し、常に代替案を検討しながら、当該国の

財政事情を考慮した規模の実現可能な制度づくりを継続的に支援する姿勢が必要である。 

・ アフリカ域内の交流を通し、アフリカ人の課題をアフリカ人同士で解決するというアフ 

リカ開発会議（Tokyo International Conference for African Development; TICAD）13・NEPAD 

理念に基づきプロジェクトを運営する。 

８．今後の評価計画 

中間評価調査：2008 年２月頃 

終了時評価調査：2009 年２月頃 

 

                                                                                                                                                                                   
13 TICAD:アフリカ開発会議の略称。アジアとアフリカの開発促進のための国際的枠組み。第三回会議（TICADIII）

で、NEPAD への支援を表明した。 



 

 

 

 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 

 

１．第 1 次事前評価調査報告書 

 

２．第 2 次事前評価調査報告書 

 

３．討議議事録（R／D） 

 

４．ミニッツ M／M（プロジェクトドキュメント含む） 

 

 

 



 

 

 

 

第１次事前評価調査報告書 

（平成 18 年４月作成） 

付属資料１．第１次事前評価調査報告書 



 14

第１次事前調査報告書 
 
目     次 
 
 
第１章 調査団の派遣 .....................................................................................................................................  15 

１－１ 調査目的 .........................................................................................................................................  15 
１－２ 調査団構成 .....................................................................................................................................  16 
１－３ 調査日程 .........................................................................................................................................  16 
１－４ 主要面談者 .....................................................................................................................................  17 

 

第２章 調査結果概要（団長総括） ............................................................................................................  18 
 

第３章 調査の結果 .........................................................................................................................................  19 
３－１ プロジェクトのフレームワーク ...............................................................................................  19 
３－２ 中等理数科教育の現状 ................................................................................................................  21 
３－３ 対象地域概況 .................................................................................................................................  24 

 

第４章 今後のスケジュールと確認事項 ...................................................................................................  26 
４－１ 今後のスケジュール ....................................................................................................................  26 
４－２ 第２次事前調査までの確認事項 ...............................................................................................  26 

 

 

添付資料 

別添１．ミニッツ .......................................................................................................................................... 27 
別添２．面談録............................................................................................................................................... 42 
別添３．中等、高等における COGES 設置の法令 ................................................................................ 46 

 

 

 

 



 15

第１章 調査団の派遣 
 
１－１ 調査目的 

二ジェール共和国においては、日本の中学にあたる前期中等教育の就学期間は 4 年間である。2004

年の施設数は 269 校、2492 教室、生徒数は 134,861 人（女生徒比率 39.1％）、教員数は 3,085 人で、

総就学率は 19.18％である。この数値は 2002 年（総就学率 13％）と比較すると飛躍的に伸びている

が、サブサハラ諸国と比較しても依然低い数値である。課題は、現在、各国ドナーが中心となり小

学校建設を推進しているが、中学校建設を支援するドナーは少なく、中学進学と同時に再度藁葺き

小屋で授業を受けるケースも出ている。また、教育の質という面でも、これまでフランスやアフリ

カ開発銀行の協力を得て、座学を中心として教科内容の充実を図っているものの、現地に合った実

習教材の開発・普及を含む一貫した研修体制の整備が課題となっている。 
今後は各ドナーが集中的に援助を実施してきた初等教育と併せ、その卒業生の受け皿となる前期

中等教育、また次世代の国の開発を担う人材育成を推進するべく中等教育の質の向上を図る必要が

ある。このような状況を考え、ニジェールは中等教育の質の向上の一環として、教育開発計画 10

カ年計画」（Programme Décennal de Développement de l’Education: PDDE2003-2012）において、2013

年までに中等教育の総就学率を現在の 19.18％から 36％まで上げることや、中等教育における教員

研修の改善やカリキュラムの改訂、た教材の作成、施設の整備など実習教育の充実を目指している。 
 一方、ケニアで成果を挙げている中等理数科教育強化計画（SMASSE）フェーズ II が、先般「ア

フリカ開発のための新パートナーシップ」（NEPAD）イニシアティブのフラッグシッププログラム1

として指定を受けたが、ニジェールからは中等・高等教育・研究・科学技術省（MESS/R／T）から

「SMASSE アフリカ域内ネットワーク」（SMASSE-WECSA）会議へ 2003 年から毎年出席し、さら

にケニアで開催される SMASSE 広域研修にも参加し、中等教育視学官事務所（IPN）や実習教材整

備センター（CNM）を中心に中等理数科の強化を目指している。 
上記背景のもと、ニジェール政府は、日本政府に対し、SMASSE-WECSA との連携を念頭に置い

た2、中等理数科教員の現職教員研修や現地に適した教材の作成・整備を通じて教員の指導力向上を

目的とする技術協力プロジェクトの実施を要請した。 
第 1 次事前評価調査の目的は、ニジェールの要請内容の確認とプロジェクトの枠組みについて、

同国関係者と協議のうえ合意することを目的とする。主な調査・協議項目は次のとおり。 
 
（１）関係機関、中学校の訪問、関係者との協議を通し、ニジェールの中等教育や理数科教育の現

状について把握する。 
（２）同国関係者と要請内容の確認を行い、プロジェクトの枠組み（目的、活動、投入、実施体制

など）について合意する。 
（３）合意した枠組みを踏まえ、先方とわが方の投入の検討 
（４）プロジェクト立ち上げまでに行う作業とスケジュールの確認 
                                                        
1 NEPAD と SMASSE-WECSA 間で、2004 年８月に Letter of Understanding（LOU）を取り交わし、アフリカにおける

理数科教育の強化について連携（研修の共催、戦略の策定など）することを確認している。 
2 SMASSE では中等理数科教育を強化するため、現職教員研修システムを構築し、フェーズ II では、SMASSE-WECSA
でアフリカ域内に同プロジェクトの経験を発信、域内諸国で共有している。現在メンバー国は 30 カ国に上り、ニ

ジェールもそのひとつである。SMASSE の特徴として、授業改造アプローチを通称 ASEI-PDSI という ASEI（Activity, 
Student, Experiment, Improvisation）と PDSI（Plan, Do, See, Improve のキーワードに概念化したことが挙げられる。

教師中心ではなく生徒中心で、かつ生徒の到達度を確認するツールとしての実験の実施や教師の創意工夫の発揚を

目指している。ASEI アプローチに基づく授業の計画、実施、評価、改善というサイクルの実践を併せて啓発して

いる。 
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１－２ 調査団構成 

 

担当分野 所属先 氏名 

団長 JICA 人間開発部 第 1 グループ 基礎教育第２チーム長 石原 伸一 

現職教員研修

運営管理 

ケニア中等理数科教育強化計画（SMASSE）専門家 長沼 啓一 

理数科教育 SMASSE 生物部門 主任教科担当官 Peula LELEI 

協力企画 JICA 人間開発部第 1 グループ 基礎教育第 2 チーム 岩崎 理恵 

 
１－３ 調査日程 

 

  日時 スケジュール 場所 

1 3/7(火) 16:40 ニアメ到着 AF 732   

8:30 JICA 事務所打合せ ニジェール事務所 

10:00 中等視学官事務所訪問(IPN)及び、 

理数科教育改善委員会(ANEPMS)との面会 

IPN  

11:00 中等・高等教育・研究・科学技術省 

次官 Mme GARBA Maimouna 表敬 

中等教育省 

11:30 事務次官 M. Chaibou MAMAN 表敬 中等教育省 

15:00 実習教材整備センター訪問 整備センター 

 

 

 

2 

 

 

 

3/8(水) 

16:00 Goudel 中学校、Talladjé 中学校訪問 ニアメ 

9:00- 

12:30 

中等・高等教育・研究・科学技術省との協議 IPN  

 

3 

 

 

3/9(木) 16:30  アフリカ開発基金（AfDF) M. Mahamadou KAKA（中

等教育担当）との面談 

AfDF 

9:00- 

12:30 

協議 IPN 4 3/10(金) 

16:00 ドキュメント作成 ニジェール事務所 

5 3/11(土) 7:00 タウアへ移動「みんなの学校」視察 コニ 

6 3/12(日) 11:00 ニアメへ移動  

7 3/13(月) 9:00 協議 IPN 

9:00 M／M 修正、協議 IPN 8 3/14(火) 

16:00 教員養成校の視察 ENS 

9:00 M／M 署名 IPN 

 中等・高等教育・研究・科学技術省大臣表敬 中等教育省 

16:00 事務所報告  

9 3/15(水) 

20:00 セネガルへ出発  
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１－４ 主要面談者 

 
【中等・高等教育・研究・科学技術省（MESS／R／T）】 
 
Dr. GALADIMA Ousmane 大臣 
Mr. Chaibou MAMAN 事務次官 
Ms.GARBA Maimouna 教育総局長 
Mr. DAOUDA Boureima 中等教育局長 
Mr. Alhousseini MAMANE 視学官（数学）、中央視学官事務所 
Mr. Amadou Garba SAMAKE 視学官（生物・自然科学）、中央視学官事務所 
Mr. Souleymane Arouna ALI 視学官（物理・化学）、中央視学官事務所 
Mr. Amadou Mamoudou 視学官（数学）、中央視学官事務所 
Mr. Sitou MAMAN 国立実習教材整備センター（CNM） 
Mr. DADDI GAOH Achirou 講師、ニアメ教員養成大学 
Mr. Ousseini HASSANE 視学官、ニアメ県視学官事務所 
Mr. Aboubacar IBRAHIM 調査計画局 
 
 
【JICA ニジェール事務所】 
 
笹館 孝一 所長、ニジェール事務所 
井手 徹 企画調査員、ニジェール事務所 
Mr. Abdou MOUSSA 在外企画調査員、ニジェール事務所 
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第２章 調査結果概要（団長総括） 
 
ニジェール中等・高等教育・研究・科学技術省（MESS／R／T）は本案件に非常に大きな期待を

持っており、調査期間中、終始誠意ある対応がなされ、プロジェクト立ち上げへの強い意気込みを

感じることができた。 
他方、当初の協議では、ケニアで全国展開されている SMASSE の規模を想定している感があった

が、調査団は、段階的に取り組んで行くことが重要であることを繰り返し説明し、理解を求めた。

また、パイロット地区の選定に際し、中等教育省次官から、政治的な問題が生じる可能性が高く、

全国展開することが難しいのであれば、中央研修のみに絞るという提案があったが、プロジェクト

実施の中核となる関係者から、現場の教員まで裨益することが確証できず、同案に強い不満が示さ

れ、ニジェール側内で再協議が行われることとなった。最終的にプロジェクトは首都と近郊 2 州を

パイロット地域とし、その他の州についてはニジェール側が可能な範囲で現職教員研修（INSET）
を実施するという整理がなされたが、このようなプロセスを経ることで、同国関係者のプロジェク

トへの当事者意識が高まることとなり、その後の協議は円滑に進むこととなった。 
今回、現職教員研修制度の枠組みを検討していく段階で、SMASSE からの団員の役割は大きく、

ケニアや他国での経験・知見は説得性を持って受け入れられ、多大な貢献があったことを特筆して

おきたい。プロジェクト名も「SMASSE ニジェール」とすることが歓迎され、SMASSE への大きな

期待がうかがえる。今後、教員のニーズ調査、現職教員研修の指導者用のカリキュラム・教材作成

準備、プロジェクト･デザイン・マトリクス（PDM）の最終化（特に指標部分）などの作業が予定

されているが、引き続き SMASSE からの技術支援をお願いしたい。SMASSE 関連案件では、初の

フランス語圏ということもあり、ニジェール側が理数科分野のカウンターパート以外に英語専攻の

地方視学官を１人配置することで合意したが、SMASSE 側でもフランス語圏での協力展開へ向けて

の対応策を講ずることが必要と思われる。 
今後、経費積算などの具体的作業に入ることになるが、調査団からは、先方に対し、持続性を考

慮し研修費用などはコストシェアリングを原則として協力していくことを強調した。しかし、ニジ

ェールの厳しい予算状況のなか、先方側の負担を求めつつも、バランスを持った交渉が必要となる。

今後の経費、実施体制面などに関する具体的な詰めの作業では、JICA 事務所の役割が大きく、先方

との交渉に際し、協力をお願いしたい。 
今回の調査期間中に中学校・高校の「住民参加型学校運営改善計画」プロジェクトを視察したが、

ニジェール中等教育の大きな課題としては、①中学校の約 7 割が契約教員、②中学進学者数増加に

伴う校舎不足（藁葺き仮設教室が散見）、③2005 年に法令で導入することと定められた学校運営委

員会（COGES）の設置・機能化、が挙げられる。今後、プロジェクトを実施していくうえで、これ

らの課題を考慮しつつ、他ドナーとも連携して、総合的なアプローチで取り組んで行く必要がある

と考える。 
最後に今回の調査では、当初予定していた以上に、先方と詳細なプロジェクトの枠組みについて

合意し、今後のプロジェクト立ち上げの具体的作業日程まで詰めることができたのは、JICA 事務所

の全面的な協力があったことが大きく、JICA 事務所関係者には深く感謝申し上げたい。 
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第３章 調査の結果 

 

３－１ プロジェクトのフレームワーク 

３－１－１ 協力目 

先方の中等教育省（MESS／R／T）関係者と協議をした結果、本プロジェクトでは、前期中等

教育の理数科教員を対象とした現職教員研修の実施を通して、教員の教授能力を向上させること

を目的として実施することで合意した。 
当初 MESS/R/T は、ケニア国中等理数科教育強化計画プロジェクト（SMASSE）の実施する第

三国研修に参加した経験や、ケニア側カウンターパートとのやり取りを通し、ケニア SMASSE プ

ロジェクトで実施しているような包括的な技術協力プロジェクト案を考えていた。初めに

MESS/R/T カウンターパートなどがドラフトした PDM 案では、①実習教材の開発、②現職教員研

修システムの構築、③学校運営委員会（COGES）の機能強化を通した学校運営改善の３つのコン

ポーネントにより構成される広範なプロジェクトフレームワーク案が提出された。 
調査団は本案を受け、プロジェクトの狙いを絞り込むことを提案し、実施可能なプロジェクト

デザインにすべく、関係者と協議を行い、結果として現職教員研修を通した理数科教員の教授能

力の向上を目指すことで合意した。 
 

３－１－２ 活動概要 

現職教員研修の実施するためのシステムについては、ケニア SMASSE プロジェクトのシステム

にならい、カスケード方式で実施することとした。従って、プロジェクトではまず、①中等教育

省（MESS／R／T）を中心として、ナショナルトレーナー（中央研修講師）がリージョナルトレ

ーナー（地方研修講師）に対して研修を行い、②研修を受けた地方研修講師が各地域に戻り、各

地域の理数科教員に対し研修を行うこととなった。合わせて、本現職教員研修システムを運営面、

資金面から支援するために、③現職教員研修支援体制の構築に関するコンポーネントを加えるこ

ととなった。本コンポーネントでは、現職教員研修に対する理解を促進するために、教育関係者

や学校を取り巻くコミュニティの人々に対し、啓発セミナーを実施したり、研修を受けた理数科

教員が学校長の支援を得て、研修で得た技術を学校現場で実践したりできるよう、学校長に対し

て研修を実施するなどの活動を想定している。 
当初ニジェール側は本コンポーネントのなかで、中等レベルにおいても学校運営委員会

（COGES）の設置支援を含めたい意向であった。調査団対処方針では現職教員研修を核とし、

COGES については政策を確認したうえで、プロジェクトのスコープには含めない方針であった

が、調査団が中学校を視察した際、MESS／R／T の出した中等レベルでの COGES 設置に関する

法令を入手した。同法令は 2005 年に出されており、政策としては中等レベルにも COGES を設置

することとなっており、ニジェール側の COGES 設置に対する意向も強いことから、設置の支援

はしないまでも、現職教員研修の一環で校長に対する研修を実施する際に、同国初等教育レベル

で実施している住民参画型学校運営改善計画3（通称：みんなの学校プロジェクト）におけるタウ

アの経験の共有や、関係者に対する啓発活動などを本プロジェクトの活動として含めることとした。 

                                                        
3 みんなの学校プロジェクトは、2004 年１月からニジェール国タウア州で実施している技術協力プロジェクト。本

プロジェクトでは住民参加を促進し、学校運営委員会（COGES）を活性化させることを通して、学校運営改善を

目指している。 
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ケニアSMASSEでの研修

ナショナルトレーナー 25名

リージョナルトレーナー 147名

（地方視学官93名+選ばれた教員54名）

前期中等理数科教員

954名

ニアメでの中央研修

地方研修
ニアメ 511名

地方研修
ドッソ州 222名

地方研修
ティラベリ 221名

前期中等学校の生徒たち

関係者啓発セミナー

校長研修

コンポーネント①

コンポーネント②

コンポーネント③

 
 

３－１－３ 実施体制 

本プロジェクトを実施するに当たり、MESS／R／T 内に次のとおりプロジェクトチームを組織

し、現職教員研修の計画、研修教材作成、研修運営管理、モニタリング・評価、現職教員研修の

啓発活動などを担うこととした。メンバーは次のとおり。 
（１） プロジェクト・ナショナル・コーディネータ 
（２） 視学官（数学） 
（３） 視学官（自然科学） 
（４） 視学官（物理・化学） 
（５） 視学官（実験教材維持管理） 
（６） 視学官（アドミニストレーション担当） 
（７） 教育アドバイザー（英語） 
（８） 秘書 
すべてのカウンターパートについて、業務内容（TOR）を明確に設定したうえで、MESS/R/T

において人選を行い、任命することとなった。また、MESS／R／T からは本カウンターパートは

プロジェクトの専属となることが表明された。 
 

３－１－４ 対象レベル 

対象レベルは前期中等教育（中学校レベル）を対象とすることで合意した。 
調査団としては、前期中等レベルに焦点を絞りたいとの方針を示したところ、ニジェール側は

数も多くないことから高校（リセ）レベルも含めること4を希望した。しかしながら、取り扱う内

                                                        
4 全国に 16 校のみ（375 校中）。政策としてすべての高校を中高一貫校にしようとしているが、16 校については教

員数の不足が原因で高校レベルのみになっているとのことであった。 
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容の違いから、教員を集めて研修を実施した際に高校レベルの内容を取り扱えば中学教員資格5だ

けを持つ教員には理解が難しい可能性もあり、プロジェクトでは前期中等のみを対象とすること

で合意した。 
また、中高一貫校については教員が両方のレベルを教えているため、プロジェクト対象に含め

ることとした。 
 

３－１－５ 対象グループ 

対象グループは、前期中等教育（中学校）の理数科教員とした。 
ニジェール側は実験技師も教室で教える機会があるため研修受講対象に含めたい意向であった

が、SMASSE ケニアでは実験技師に対する研修は実施しておらず提供できる研修内容も想定でき

ないことから、実験技師については本プロジェクト対象から外すこととした。 
また実験室の建設、実験に必要な教材（薬品や機材など）の供与、教員研修、実験技師に対す

る研修をアフリカ開発基金（AfDF）が行っており、現在も進行中である。従って実験技師に AfDF
の実施する研修もあることから、本プロジェクトは教員への教授法の研修を核とすることとした。 

 
３－１－６ 対象地域 

対象地域は首都ニアメ、ドッソ州、ティラベリ州を対象とすることとなった。 
当初協議開始に当たっては、次官の意向もあり、ニジェール側は全国を対象にしたいとのこと

であったが、本プロジェクトはモデル構築をすることが当面の目標であり、モニタリングの観点

からパイロット地域をニアメ周辺で設けることが賢明であることを調査団より説明し、協議を行

った。 
対象地域に関する次官と調査団の協議において、次官は対象地域を選ぶことにより、格差を生

じさせ問題が起きると主張し、パイロット地域の選定について異議を唱え、対象を全国とするこ

とができないのであれば、中央研修のみにとどめる提案がなされた。しかしながら、実際に協議

を行っていたニジェール側メンバーからは地方研修講師に対する中央研修のみでは教員への研修

がなされず、プロジェクトの効果が薄れると主張し、次官の提案に異議を唱えたため、同国側で

協議を行った。最終的にプロジェクトではパイロット地域において SMASSE 型の教員に対する現

職教員研修までプロジェクトスコープに含めることとし、対象地域外については、中央研修で養

成された地方研修講師を中心として、政府の責任でプロジェクト同様といかないまでも地方研修

を実施し、格差の是正に努めたいとの意向が示された。 
なお、パイロット地域の選定に当たってはモニタリングの観点から首都ニアメと隣接する２州

が選ばれた。 
 
３－２ 中等理数科教育の現状 

３－２－１ 政策 

＜中等教育開発のニーズ＞ 

                                                        
5 教員資格には中学教員資格と中高教員資格の２種類あり、前者は中学でしか教えることができず、後者は両方の

レベルを教えることができる。さらに、教育アドバイザーについても CP1 と CP2 というカテゴリーがあり、CP1
は中学のみを指導することができ、CP2 はどちらも指導することができるとのことであった。従って本プロジェ

クトでは両方のアドバイザーを対象としている。 
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ニジェールは 1998 年に教育基本法（LOSEN）を制定し、そのなかで科学技術教育分野の重視

を明記しており、その方法として特に理論と実践の融合を促進することとしている。 
また、ニジェールでは初等と前期中等教育を包含する教育開発 10 カ年計画（PDDE2003-2012）

を策定し、2015 年までに初等教育完全就学達成を目指している。この計画により、初等教育就学

率は急激に伸び（2000 年の 34％から 2006 年は 54％）、あわせて中等教育就学率も順調に伸びて

おり（2002 年の 12.9％から 2005 年は 14.9％）、中等教育における教室の不足、教員の不足に加

え、教員の能力強化のニーズが高まっている。 
 

＜教育の質の向上＞ 
さらに、PDDE では、「教育の質の向上」のコンポーネントのなかで、カリキュラム改革、教員

養成の改善、教員の教授法改善、ならびに前期中等と高等教育局に、教員養成と現職教員研修の

担当部局を設けること、教材や指導書の配布を行うことを目標として掲げている。 
 

＜理数科強化のニーズ＞ 
MESS／R／T は、経済的開発のために科学技術における人材育成を必須と考えており、理数科

教育に重点を入れるべく、理数科教育促進のための委員会（ANEMPM）を立ち上げ、

SMASSE-WECSA に加盟、ケニアの経験を学び、サブサハラ・アフリカ域内において理数科教育

分野における協力ネットワークを広げてきた。 
 

３－２－２ 教育制度 

教育基本法（LOSEN）では、教育をインフォーマル教育、ノンフォーマル教育、フォーマル教

育と３つのコンポーネントに分け、なかでもフォーマル教育（公的教育）を就学前教育（３年間）、

基礎教育サイクル１（６年間、初等教育に当たる）、基礎教育サイクル２（４年間、前期中等教育

に当たる）、中等教育（３年、後期中等教育に当たる）、高等教育に分類している。 
 

分類 期間 資格 担当省庁 

就学前 ３年間  

基礎教育 
サイクル１ 

６年間 初等教育修了資格 基礎教育識字省 
基礎教育 

基礎教育 
サイクル２ 

４年間 前期中等教育修了証 

中等 ３年間  バカロレア（大学入学

資格試験） 

高等  ２～７年間 学位 

中等・高等教育・研究・

科学技術省 

 
３－２－３ 行政 

ノンフォーマル教育、就学前教育、基礎教育サイクル１については、基礎教育識字省（MEBA）

の所掌であり、基礎教育サイクル２、中等教育、高等教育については、中等・高等教育・研究・

科学技術省（MESS／R／T）が所掌している。 
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MESS／R／T のもとに、総教育局があり、総教育局の一部局として前期中等教育を所管する中

等教育局が設置されている。中央視学官事務所（IPN）は、中等教育局の下部組織である。 
地方教育行政については、総教育局と並列して、地方教育局があり、その下部に地方視学官事

務所（IES）があり、各地域に配置されている。これら各地域の中等視学官事務所が各学校（中学

校、高校、中高一貫校）をモニタリングしている。 

次官

総教育局 地方教育局

中等教育局

地方視学官
事務所

地方視学官
事務所

地方視学官
事務所

学校
学校

学校 学校
学校 学校

中央視学官事務所

教育省の政策や戦略
の実施

教育統計のとりまとめ

教員に対する現職教員研修
の実施、モニタリング

カリキュラム、教材に対する
支援

教育アドバイザー対する支
援

 

 
３－２－４ 学校数、就学者数 

2004／2005 年の中等教育省の統計によれば、学校数などの状況は次のとおり。 

学校数 375 校 

中学 中高一貫 高校 
学生数 

教員数 

（理数科教員数） 

地方視学官（理

数科担当） 

中央視学官 

（理数科担当）

313 46 16 159,809 5,934（1,582） 175（93） 16（11） 

 
学校数は全国で 375 校と非常に少なく、教室に入りきれない子どもたちがコミュニティや保護者

が中心となって作る茅葺教室を利用して学習する状態が続いている。 
 

３－２－５ 教員 

前項の表で示した教員のうち 70％は契約教員とボランティア教員（無資格）であり、教員とし

てのトレーニングを受けていない教員が大半を占める。 
中等教育省からのヒアリングによれば、無資格教員の多くは後期中等教育を修了し、高等教育

を受けており、有資格教員との違いは、大学で教育学を学んだかまたは教員養成校でトレーニン

グを受けたか否かにある。したがって、無資格教員であっても学歴は比較的高いといえる。 
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契約教員やボランティア教員が多い背景には、教育省が 1998 年に契約教員制度を導入し、教員

給与経費を抑えようとしたことにある。ヒアリングによれば、正規教員の月額給与が 12 万 Fcfa
であるのに対し、契約教員は６万円 Fcfa と二分の一に設定されている。それでも契約教員以外に

職が見つからず、契約教員となり次の職を探し続けるという現状がある。 
他方契約教員の離職率は低く、考えられる要因としては、国内の産業の低迷と、契約教員には

転勤がないことから、長く働きやすい環境となっていることがいえる。女性教員からも働きやす

い旨コメントがあった。 
契約教員から正規教員となるにあたり、昇格試験制度が制度としては存在するが、教育省の方

針としては、正規教員の空きが出た場合にのみ、同制度を活用した昇格を認めることとしており、

多くの契約教員に開かれた制度にはなっていない。 

後期中等教育修了者
（Aレベル）

大学
（教育学）3年間

教員養成校3年間
大学

（教育学以外）

有資格教員
（正規教員と契約教員が存在）

無資格教員

教員養成校2年の

トレーニング

 
３－２－６ 理数科教育の現状 

理数科の教育の現状を表す調査分析や統計は少ないが、試験的に実施した小規模な学習到達度

の結果は以下のとおり。 
特に数学の成績は著しく低く、物理化学、自然科学も半数の生徒が平均点を獲得できない状況

となっている。 
2004  前期中等教育修了試験結果 

教科 登録者数 平均点以上得点した人数 割合 

数学 2,112 134 6.34% 

物理化学 2,112 531 25.14% 

自然科学 2,846 1,465 51.47% 

 

３－３  対象地域概況 

対象地域の前期中等学校数、教員数、教育アドバイザー、中央視学官の数は次のとおり。対象
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地域（ニアメ、ティラベリ、ドッソ）の全国に占める学校数や教員の割合は非常に大きく、全８

州のうち３州のみを対象とするプロジェクトではあるものの、そのインパクトはかなり大きいも

のとなることが期待される。 

 

 学校数 学生数 理数科教員数 理数科地方視学官 

全国 359 137,113 1,582 63 

ニアメ 35 34,223 524 33 

ティラベリ 58 16,409 189 5 

ドッソ 62 19,712 201 11 

対象/全国 155/359

（43.1％） 

70,344/137,113 

（51.3％） 

914/1582 

（57.7％） 

49/63 

（77.7％） 
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第４章 今後のスケジュールと確認事項 
 

４－１ 今後のスケジュール 

2006 年６月頃 第２次事前調査 
主要協議事項：コストシェアリングについて 

（中央と地方研修にかかる経費） 
PDM、PO のファイナライズ、R／D 案の合意 
事前評価表の作成 

2006 年７月  事前評価表と R／D 案の決裁 

2006 年８月  R／D 締結（ニジェール事務所長署名） 

        実施計画書決裁（本部）、プロジェクト開始 
 
４－２ 第２次事前調査までの確認事項 

M／M で確認したプロジェクト開始までに準備すべき以下の作業について確認事項の進捗をフォ

ローする。以下の資料について、ドラフトをニジェール側で作成し、第２次事前調査までに日本側

に提出することで合意した。 
・ プロジェクト経費の積算 
・ カウンターパートの TOR と任命結果 
・ 中央と地方研修内容案 
・ プロジェクト・ドキュメント・ドラフト（PDM、PO を含む） 
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面談記録（SMASSEニジェール関連） 
 

日 時 平成 18 年３月８日（火）10:00～11:10 

場 所 中等視学官事務所（IPN） 

面談者 中等理数科教育強化委員会メンバー（ANPEMS）1 

要 旨 １．中等視学官事務所の訪問・視察 

・ 教科ごと（物理、自然科学、数学、フランス語、英語など）に執務室があり、各教科

に２～３人の視学官がいる。（全部で視学官は 16 人うち理数科は 11 人） 

・ 同事務所に教育アドバイザー（全国に理数科は 93 人）が訪問し、指導を受けたり相

談をしたりする。 

・ 視学官事務所の役割は現職教員研修の実施、アドバイザーに対する研修の実施など、

モニタリングである。 

・ 2005 年は２、３回の研修を実施した。100 人程度教員をニアメに呼び、３日間の研修

を実施（定期的に実施しているわけではない）。宿泊、交通費を支給した。 

・ モニタリング結果はレポートにまとめ、回覧後、保管する。そこから研修のニーズを

くみ取る。 

２．ANPEMS（理数科教育強化委員会）との面談 

ANPEMS のメンバーで SMASSE の域内会合などに参加している。 

委員会の役割は、 

・ 理数科教員間のネットワークを構築する。 

・ 教材のよりよい理解のための研修を実施する。などである。 

収集資料 ANPEMS リーフレット、”Le Scientifique  Bulletain de Liaison Numero00 Octobre, Numero 

01 Aout” 

Session de formation juin10-11, Rapport de synthese 

 

日時 平成 18 年３月８日（火）11:15～11:45 

場所 中等・高等教育・研究・科学技術省（MESS／R／T） 

面談者 Ms. GARBA Maimouna, General Director of Education 

Mr. Dauda Boureima, Director of Secondary education Direction 

要旨 MESSR／T の教育総局長を表敬し、調査目的を説明した。 

総局長：６つの教育局を所管している。①中等教育、②アラビア語教育、③私学、④高等

教育、⑤学力試験、⑥オリエンテーションをみている。国の発展には理数科の強化は重要

である。ニジェールにはよい教員、教員を育てるトレーナーが不足している。従って、プ

ロジェクトで INSET を強化するのは非常に有効であり一緒にできることを望んでいる。 

  

  

                                                        
1 Association Nigerienne Pour La Promotion de L’Enseignement des Mathematiques et des Science (ANPEMS) 
有志の中等理数科視学官で組織された理数科教育を促進することを目的に設立された委員会。中等教育省から委員会設置にかか

る許可は得ているものの、独立した機関。資金は個人的な支援金のみ。これまでに理数科の指導案などの発行を自主的に行って

いる。 
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日 時 平成 18 年３月８日（火）11:45～12:15 

場 所 中等・高等教育・研究・科学技術省（MESSR／T） 

面談者 Mr. Chaibou MAMAN, Secretary General of MESSR／T 

要 旨 中等教育省事務次官を表敬し、調査団の目的について説明した。 

次官：ケニア SMASSE を視察し、その結果を中等教育省のみならず、他省庁、政府に報

告し、首相からもプロジェクトを進めるよう強い後押しをもらっている。本プロジェクト

は省だけではなく、国のプロジェクトであることを理解してほしい。 

 

日 時 平成 18 年 3 月 8 日（火）15:00～16:00 

場 所 実習教材整備センター（CNM） 

面談者 Mr.Sitou Maman , Chief of Centre National de Maintenance 他 

要 旨 １． CAS（Centre de activity Science／科学実習センター）の視察 

同センターでは石器や土器などを展示してあり、教員が生徒を連れて見学に訪問す

るための施設である。教科書を通しての学習だけではなく、実物に触れることができる

ため実習型学習の施設と位置づけられている。このような実習型見学施設は国内に同セ

ンターのみとのこと。 

２． CNM（本館）の視察 

施設：教材整備室、実験室（２室,各教室 12 の大きな机を配置、水道あり） 

役割： 

・ 全国中等学校ための実習教材の作成、配布、修理を行う。 

・ 実習教材の使い方に関する教員研修を行う。 

・ 実験室のない学校に施設を貸与する。 

実情： 

・ 2000 年にアフリカ開発基金（AfDF）の支援によって創設されて以降、一度教材作成

のための材料が支給され、その材料を使っていくつか教材作成された形跡があった。

が、材料が切れてからは何も行っていないとのこと。 

・ 機材（電気関係）、実験のための薬品等は十分にある。 

・ 教員研修についてはドナーから支援があった場合にのみ単発で実施する。 

・ 実験室は非常に立派で、教員研修の場所として活用ができる。 

 

日 時 平成 18 年３月８日（火）16:00～17:30 

場 所 Goudel 中高一貫校（教育省の案内で訪問） 

面談者 校長、教員、保護者会、生徒会他 

要 旨 教室数：16 セメント教室、15 藁葺き教室 

生徒数：1538 人 

本校は ADEN（仏 NGO）、赤十字の支援によるプロジェクトの対象校で、図書室、実験室

の建設などを行っている。保護者会や生徒会の活動が活発に行われ、特に保護者会はプロ

ジェクトへの支援だけでなく、藁葺き教室の建設費用や建設のための労働力の提供、机・



 －44－

いすの製作をしている。 

【保護者会の活動】 

・ 藁葺き教室の建設には１教室当たり 27000FCFA（約７千円）かかるが、毎年2保護者会

の支援により建設。 

・ 140 の机を保護者の協力により製作。 

・ 保護者会と学校の関係は密接で、毎週１回は学校に集まるとのこと。 

・ 保護者会に加えて 2005 年より新たに COGES を設置している（中等教育省の法令）。 

・ 保護者会は COGES 設置前からずっと活動してきた会で、より機能している。 

・ COGES ができたことにより、保護者会のみにかかっていた負担が分担できるのでよ

いという評価であった。 

【ドナー支援によるプロジェクト】 

・ 2001 年から始まり、ADEN1500000FCFA,赤十字 140000FCFA,保護者会 600000FCFA

を負担している。 

・ 学校改善計画を作り、プライオリティーをつけて計画を実施する。これまで図書室、

実験室を建設。保護者会寄贈による実験器具を運搬する加工をほどこしたバイクもあ

った。 

【現職教員研修の状況】 

・ 教育アドバイザーの訪問。 

・ 学内、学外教員間の勉強会。 

・ ナショナルレベルの研修では CNM の実施した研修に参加。 

収集資料 中等レベルにおける COGES 設置に関する中等教育省法令 

 

日 時 平成 18 年３月８日（火）17:30～18:00 

場 所 Gaweye 中学校（無償で建設、理数科隊員が配置されている） 

面談者 校長、教員、保護者会代表、羽立隊員ほか 

要 旨 教室数：18 セメント教室、26 藁葺き教室 

生徒数：1600 人（うち 45 人が女子） 

教員数：78 人（うち 11 人が正規雇用） 

【保護者との関係】 

・ 本校は保護者会のみで COGES なし。 

・ 保護者会は藁葺き教室の建設、教材購入を支援。 

・ function fund を生徒 1 人当たり 500FCFA 回収。 

・ ３カ月に１回はすべての保護者を学校に呼び会合をしている。 

【現職教員研修】 

・ 教育アドバイザーの訪問（必要であればいつでも呼べばきてくれるとのこと）。 

・ 毎週火曜日午後は理数科教員に対するアドバイザー訪問の日。 

・ 毎週月曜日午後は社会科教員に対するアドバイザー訪問の日と決められているとの

こと（実態はわからず）。 

                                                        
2 雨季（7-9 月/学校も夏休み期間）になると取り壊さなければならないため、毎年作り変えなければならない。 
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日 時 平成 18 年 3 月 9 日（水）16:30～18:00 

場 所 アフリカ開発基金（AfDF） 

面談者 Mr.Baikui Oumawu, Director of Education Project, AfDF 

Mr. Mahamadou KAKA, Project manager for the Secondary Education,Project Education 2 , AfDF 

要 旨 AfDF はアフリカ開発銀行（AfDB）の外郭団体で資本は銀行から得ている基金である。科

学の強化なくして国の発展はないとの考えの下、中等理数科教育強化のため、実験室建設

や実験教材の供与、実習教材整備センター（CNM）の建設、教員研修を実施している。 

（１）Education１（プロジェクトフェーズ１） 

① 21 の実験室を建設（16 の実験室改修、5 つ新設）。 

② CNM の建設：実験の強化、現職教員研修強化のため 

同センターは UNESCO の支援を受けている。 

（２）Education２（プロジェクトのフェーズ２）計画 2001～ 

① 25 人のラボ技術者に対する研修→大学での２年間の研修、CNM での二カ月の研修。 

② 500 人に対する現職教員研修。 

③ ガラス製造工場を CNM 内に作る予定（実験器具を製造できるようになるため）。 

④ 既存の実験室への実験教材供与。 

⑤ ８つの中学校建設（全て実験室を作る） 

（３）これらプロジェクトの実施、モニタリングなどは中等教育省や CNM が行うべきこ

ととして、AfDF では特に行っていない。 

（４）６月にプロジェクトの終了時評価を実施するので、その時点で評価を行い効果を測

る。 

 

日 時 平成 18 年３月 11 日（土）9:30～10:00 

場 所 ドッソ IES、ドッソ州の中学校 

面談者 校長、教員 

要 旨 教室数：12 セメント教室、20 藁葺き教室 

生徒数：1800 人 

教員数：42 人（うち 14 人が女性教員） 

 

日 時 平成 18 年３月 15 日（水）16:00～16:00 

場 所 中等・高等教育・研究・科学技術省（MESS／R／T） 

面談者 Dr. Ousmane GALADIMA, Minster of MESS／R／T 

要 旨 まず団長より今次調査結果（プロジェクト枠組み）を簡単に説明し、中等教育大臣より次

のとおりコメントをいただいた。 

大臣：以前はプロジェクトは外から来るものであったが、これはニジェールを巻き込んだ

形で計画から進められており評価したい。また学校長がターゲットグループに含まれてい

ることも非常に重要だと考える。二ジェールが仏語圏アフリカのケニアになるよう、プロ

ジェクトの成功を祈っている。 
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DECREE CARRYING CREATION, COMPOSITION AND WORKING OF SCHOOL 
MANAGEMENT COMMITTEE IN SECONDARY EDUCATION (COGES/ES) 

 
Decree N° 125/MESSR/T/DAF/DEP/DECB2/M 

August 10th 2005 
 
Article 1: It is created at each secondary education school, a structure of decentralized 
management called School Management Committee in Secondary Education (COGES/ES). 
 
Article 2: The School Management Committee in the Secondary Education is composed as 
well as it follows: 

- The Head of the School; 
- Three (3) representatives of the Students Parents Association of which at least one 

woman; 
- Two (2) representatives of the teachers in the school; 
- Two representatives of the administrative staff of the school; 
- Two representatives of the cooperative of the students in which one girl; 
- One representative of the administrative authority (in preference a municipal 

authority); 
- One representative of the traditional authority. 

 
Article 3: The management committee elects within his members an executive board 
composed of: 

- A  president and a vice president 
- A  secretary and a vice secretary  
- A  Treasurer and a vice treasurer 

These posts are opened to any person of whom competences correspond to the description of 
the know-how included in the internal regulations of the COGES/ES. 
 
Article 4: The representatives of the Students Parents Association, of the administrative staff 
and the representative of the students are designated their equals. The duration of the 
members of the management committee is one year renewable. 
 
Article 5: The administrative inspector of the secondary education or this representative can 
participate to the meetings of the Management Committee as an observer. The president can 
invite to the meetings of the committee as consultative title, any person of whom presence 
proves to be useful. 
 
Article 6: The decisions of the management committee are taken by consensus. To defect, 
they are taken to the simple majority of the voices. In case of egalitarian vote, the president's 
way is major. The decisions must be published by way of press or poster.  
 
Article 7: the management committee is an organ of the planning of the management and the 
administration of the school. To this title, it exercises the following tasks:  
 

- To form and to sensitize the populations in general for the promotion of schooling and 
the one of the girls in particular.  

- To execute the conventions whose school is signatory and to allow its adherence to the 
groupings of the secondary schools; 

- To deliberate on all questions having feature to the life of the school; 
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- To acquire and to manage the supplies destined to the school; 
- To receive and to manage the school manuals; 
- To participate in the identification of the sites of the schools; 
- To follow the activities of constructions of the school infrastructures and equipments; 
-  To assure the monitoring of the assiduity of the teachers;  
- To approve the contracts of fee-based service of the school;  
- To assure the management of the subvention and the communal funds destined to the 

financing of the school;  
- To act as organ of mediation and regulation of the conflicts between the different 

partners of the education system to the local level; 
- To elaborate, to execute, to monitor and to evaluate the actions plan of the school.  

 
The executive board of the COGES/ES adopts its internal regulations in accordance with the 
national laws and regulations. 
 
Article 8: The COGES/ESs of the schools of a same administrative entity could be able to 
regroup in federation of COGES/ESs. 
 
Article 9: Every COGES/ES or group of COGES/ES holds meeting once per month in plain 
session on convocation of its president. It can hold meeting in extraordinary session on 
convocation of its president or by the demand of one of the creditors.  
 
Article 10: The president convenes and presides the meetings of the executive board; he is the 
person entitled to make the payment and co-signer with the treasurer of the accounting actions. 
He also signs the register and the minute of meeting of the deliberations of the Management 
Committee. In case of obstacle, his interim is assured by the vice president.  
 
Article 11: The register and minute of meetings of the Management Committee are held up-
to-date and are consigned by the secretary. He is assisted by the vice secretary who assures his 
interim in case of obstacle.  
 
Article 12: The treasurer holds up-to-date the accounting and financial registers of the 
COGES/ES.  
He is co-signer with the president of the accounting acts. He is assisted in this task by the vice 
treasurer that replaces him in case of obstacle.  
 
Article 13: This decree that takes effect from the date of its publication abrogates all contrary 
decision.  
 
Article 14: the Secretary General, the Director of the of the Basis cycle II and Middle Cycle 
Education, the Director of the Financial Affairs, the Director of the Planning  and the 
Programming, the Governors, the Prefects, the Mayors of the Townships, the Regional 
Directors of the Secondary and High Education, the Inspectors of the Secondary Education 
and the Directors of the Schools are in charge, each one in what is concerning him, of the 
execution of the present decree that will be published to the Official Journal of Republic of 
Niger  
 
 
 



 

 

 

 

第２次事前評価調査報告書 

（平成 18 年７月作成） 

 

付属資料２．第２次事前評価調査報告書
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第１章 調査団の派遣 
 
１－１ 調査目的 

二ジェール共和国においては、日本の中学にあたる前期中等教育の就学期間は４年間である。2004

年の施設数は 269 校、2492 教室、生徒数は 134,861 人（女生徒比率 39.1％）、教員数は 3,085 人で、

総就学率は 19.18％である。この数値は 2002 年（総就学率 13％）と比較すると飛躍的に伸びている

が、サブサハラ諸国と比較しても依然低い数値である。課題は、現在、各国ドナーが中心となり小

学校建設を推進しているが、中学校建設を支援するドナーは少なく、中学進学と同時に再度藁葺き

小屋で授業を受けるケースも出ている。また、教育の質という面でも、これまでフランスやアフリ

カ開発銀行の協力を得て、座学を中心として教科内容の充実を図っているものの、現地に合った実

習教材の開発・普及を含む一貫した研修体制の整備が課題となっている。 
今後は各ドナーが集中的に援助を実施してきた初等教育と併せ、その卒業生の受け皿となる前期

中等教育、また次世代の国の開発を担う人材育成を推進するべく中等教育の質の向上を図る必要が

ある。このような状況を考え、ニジェールは中等教育の質の向上の一環として、教育開発 10 カ年計

画（PDDE2003-2012）において、2013 年までに中等教育の総就学率を現在の 19.18％から 36％まで

上げることや、中等教育における教員研修の改善やカリキュラムの改訂、教材の作成、施設の整備

など実習教育の充実を目指している。 
一方、ケニアで成果を挙げている中等理数科教育強化計画（SMASSE）フェーズ II が、先般「ア

フリカ開発のための新パートナーシップ」（NEPAD）イニシアティブのフラッグシッププログラム1

として指定を受けたが、ニジェールからは中等・高等教育・研究・科学技術省（MESS／R／T）か

ら「SMASSE アフリカ域内ネットワーク」（SMASSE-WECSA）会議へ 2003 年から毎年出席し、さ

らにケニアで開催される SMASSE 広域研修にも参加し、中等教育視学官事務所（IPN）や実習教材

整備センター（CNM）を中心に中等理数科の強化を目指している。 
上記背景のもと、ニジェール政府は、日本政府に対し、SMASSE-WECSA との連携を念頭に置い

た2、中等理数科教員の現職教員研修や現地に適した教材の作成・整備を通じて教員の指導力向上を

目的とする技術協力プロジェクトの実施を要請した。 
第２次事前評価調査の目的は、３月に派遣された第１次事前調査の結果を受けて、プロジェクト

の詳細計画（PDM、PO、プロジェクトドキュメントの作成）や、プロジェクト経費のコストシェア

リングを主要事項として、ニジェール関係者と協議の上合意することを目的とする。 
（１）同国関係者とのプロジェクト詳細計画やコストシェアリングについての協議 
（２）プロジェクト立ち上げまでに行う作業やスケジュールの確認 

                                                        
1 NEPAD と SMASSE-WECSA 間で、2004 年８月に Letter of Understanding（LOU）を取り交わし、アフリカにおける

理数科教育の強化について連携（研修の共催、戦略の策定など）することを確認している。 
2 SMASSE では中等理数科教育を強化するため、現職教員研修システムを構築し、フェーズ II では、SMASSE-WECSA
でアフリカ域内に同プロジェクトの経験を発信、域内諸国で共有している。現在メンバー国は 30 カ国にのぼり、

ニジェールもその一つである。SMASSE の特徴として、授業改造アプローチを通称 ASEI-PDSI という ASEI（Activity, 
Student, Experiment, Improvisation）と PDSI（Plan, Do, See, Improve をキーワードに概念化したことが挙げられる。

教師中心ではなく生徒中心で、かつ生徒の到達度を確認するツールとしての実験の実施や教師の創意工夫の発揚を

目指している。ASEI アプローチに基づく授業の計画、実施、評価、改善というサイクルの実践を併せて啓発して

いる。 
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１－２ 調査団構成 

担当分野 所属先 氏名 

団長 ケニア中等理数科教育強化計画（SMASSE） 
チーフアドバイザー 

杉山 隆彦 

理数科教育 SMASSE 生物部門 主任教科担当官 Peula LELEI 

協力企画 JICA 人間開発部第１グループ 基礎教育第２チーム 岩崎 理恵 

 
１－３ 調査日程 

 月日 曜日 時間 スケジュール 滞在 

1 6/2 金 20:00 ニアメ到着（V7732） Niamey  

2 6/3 土 9:00 教育省との準備協議  Niamey  

3 6/4 日 9:00 教育省との準備協議  Niamey  

4 6/5 月 9:00 JICA ニジェール事務所打ち合わせ 

教育省次官表敬 

教育省との協議 

Niamey  

5 6/6 火 9:00 教育省との協議 Niamey  

6 6/7 水 9:00 教育省との協議 Niamey  

7 6/8 木 9:00 教育省との最終協議 Niamey  

8 6/9 金 AM 
16:00 

20:50 

M/M 署名,  

JICA ニジェール事務所報告 

出発（ダカールへ V7732） 

 

 

 
１－４ 主要面談者 

【中等・高等教育・研究科学技術省（MESS／R／T）】 
Dr. GALADIMA Ousmane 大臣 
Mr. MAIGA Younoussa Tondy 事務次官 
Mr. DAOUDA Boureima 中等教育局長 
Mr. ABDOULAYE Ramatou 中等教育局長補佐 
Mr. Alhousseini MAMANE 視学官（数学）、中央視学官事務所 
Mr. Amadou Garba SAMAKE 視学官（生物・自然科学）、中央視学官事務所 
Mr. Souleymane Arouna ALI 視学官（物理・化学）、中央視学官事務所 
Mr. Amadou Mamoudou 視学官（数学）、中央視学官事務所 
Mr. Sitou MAMAN 国立実習教材整備センター（CNM） 
Mr. DADDI GAOH Achirou 講師、ニアメ教員養成大学 
Mr. Ousseini HASSANE 視学官、ニアメ県視学官事務所 
Mr. Aboubacar IBRAHIM 調査計画局 
Ms. OUATARA Mariama 視学官（数学）、中央視学官事務所 
Mr. Djigo SALEY 視学官（自然科学）、中央視学官事務所 
Mr. Hassane HAROUNA 教育アドバイザー（英語） 
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【JICA ニジェール事務所】 
 
笹館 孝一 所長、ニジェール事務所 
井手 徹 企画調査員、ニジェール事務所 
Mr. Abdou MOUSSA 在外企画調査員、ニジェール事務所 
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第２章 調 査 結 果 

 

２－１ プロジェクトアプローチの変更（システム構築から教室でのインパクト発現重視へ） 

先方との協議を経て、第 1 次事前評価調査で合意したプロジェクトデザインからプロジェクトの

アプローチを変えることで合意した。変更点と変更の背景は以下のとおり。 
 

（１）先方政府の INSET 経費負担はほぼ不可能であった 
先般合意したプロジェクトデザインでは、中央から地方、そして教員レベルへと現職教員研修

（INSET）のシステムを構築したうえで教員に対する研修を実施するという、自立発展性に重きを

置いたデザインであった。しかしながら、協議を通し、システム構築の前提となるニジェールの

INSET に関する経費負担がほとんど期待できないことがわかった。先方の予算書には、INSET 経費

が昨年度で約 250 万円（執行されず）、今年度で 600 万円計上されているもの、執行については、財

務省のプライオリティーにより判断されるということで、中等教育局長によれば INSET への執行は

ほとんど期待できないということであった。 
多少なりとも、先方政府からの恒常的な INSET に対する経費負担が約束されなければ、システム

の構築という先般合意したプロジェクトの目的を達成することは不可能である。また、研修を計画

実施運営するだけでも非常に多くの活動が予想されるなかで、持続可能なシステムの構築、機能化

まで期待すると、ニジェール政府の負担も過剰になる。そうした懸念から、システムの構築に注力

するのではなく、何よりまず教員を研修することに集中し、教室での改善を実現させることに重き

を置いてはどうかというオプションを当方から提示した。 
 
（２）先方政府の経済的コミットメントなしに持続的なシステム構築を目指すことは不可能 

同提案に対し、協議当初は、持続可能なシステムがなければ、プロジェクトが終了したあとには

INSET が継続されなくなることを懸念し、やはりシステムを構築したい、という意見が多かった。

しかしながら、システム構築の基盤となる政府の政策的・経済的コミットメントが必要であること

を当方より根気強く申し入れた。それに対し先方は、中等教育省大臣名で本プロジェクトに対する

教育省の政策的コミットメント、オーナーシップを約す文書を出す旨回答があったものの、経済的

コミットメントについては難しいということを繰り返した。 
 
（３）INSET の効果の発現を通した将来的な INSET システムの構築 

当方からはさらに、本プロジェクトはパイロットフェーズであるとし、まずは教員に対し研修を

行ってその効果を出し、INSET を行うことのインパクトを政府や、保護者・コミュニティなどのス

テークホルダーに対し示すことが効果的であると提言した。効果を示すことによって、政府の制度

化へのさらなる動機付け、また、保護者や教員、子どもたちの草の根レベルからの研修に対する需

要の向上を促し、上下双方から INSET の必要性をより強固なものとしたうえで、将来的な INSET
のシステム化を考えてはどうかと提言したところ、これに対し先方も強く賛同した。 

したがって、本プロジェクトでは、将来的な INSET システムの構築を目指しながら、第一義的に

は教員研修の実施に重点を置いたプロジェクトとなるよう、プロジェクトデザインの変更を行った。 
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（４）ステークホルダーからの INSET 支援促進、強化のコンポーネントを追加 
協議を通し、本プロジェクトに対する先方からの経済的なコミットメントを求め続けたが、先方

からは政府には予算がないとの一貫した回答であった。他方、先方は INSET 経費捻出の戦略として、

学校運営委員会（COGES）を使って教員の交通費や宿泊費などの費用をコミュニティとコストシェ

アしたい、という意向であった。 
現在の中等レベルでの COGES 設置状況について確認したところ、すべての学校に COGES は設

置されている3とのことであった。先方からは本プロジェクトに COGES に関する研修（特に学校活

動計画）を含めたいという意向があったが、本プロジェクトの目的のための活動とはいえないため、

これは削除した。 
しかしながら、中等レベルでは既に保護者の学校に対する貢献はある程度実施されており、政府

予算が全くない状況を考えると、INSET についても保護者をはじめとするステークホルダー（学校

長、地域の有力者など）を巻き込み、彼らからの支援を得ることが本プロジェクトの鍵であると考

え、ステークホルダーの巻き込みを通した INSET 支援強化のシステムを構築するコンポーネントを

加えることとした。 
 
（５）教員研修については、３州をパイロット地域として実施する 

さらに、当方からは、教員レベルの研修に集中することに加え、対象地域を全国としたうえで、

本研修受講者に対し、研修受講証を授与することで、本プロジェクトの研修を国の研修として実施

することで、より将来的な INSET システムの構築が促進されるのではないかという提案も行ったが、

先方のキャパシティもあり、先般合意した３州（首都ニアメ、ティラベリ、ドッソ）をパイロット

地域として実施することで合意した。 
 

                                                        
3 中等レベルでは保護者会（APE）がすでに存在しており、比較的積極的に学校運営に参加してきている。（藁葺き

校舎の建設、図書館の設置、教具の回収など）2005 年に新たに出された法令により、COGES が設置され、APE
代表もメンバーの一員である。 
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中央INSETチーム

地方INSETチーム

ニアメ

地方INSETチーム

ドッソ

地方INSETチーム

ティラベリ

教育関係者
COGESメンバー

開発パートナー等

学校

教育関係者
COGESメンバー

開発パートナー等

学校

教育関係者
COGESメンバー

開発パートナー等

学校

教育関係者
COGESメンバー

開発パートナー等

学校

中央研修
NT→RT

地方研修
RT→SMT

研修運営支援

研修計画

研修教材作成

研修運営

① 中央及び地方INSETチームづくり ② 研修の実施

③ INSET支援システム構築

NT:中央研修講師

RT:地方研修講師

SMT:理数科教員

啓発WSやモニタリング・
評価研修など

 
 

２－２ 教員レベルの研修実施方法 
教員レベルの研修については、先般合意したデザインでは、３つの地域に１つずつ（ニアメは教

員数が多いため２つ）研修センターとなる中学校を設定し、この中学校に教員を集め、研修を実施

する予定であった。 
当方からはその実際のオペレーションについて、研修を受講する教員の交通費の支払いや２週間

の研修期間中の宿泊先についてはどのように対応するのか確認したところ、交通費については公共

の交通機関が使用される限りは領収証も取ることができるとの回答だった。宿泊場所については、

ホテルなどがある場合はそれを使用するが、ない場合は知人の家に泊まることができるなど、明確

な回答が得られなかった。 
当方からは研修方法のオプションとして、教員が通えるレベルにクラスターを設定し、研修を実

施することも検討してはどうかと申し入れた。しかしながら、協議を通し、先方から具体的な状況

を踏まえた提案や解決策が提示されることはなかった。先方としては、研修の効率やモニタリング

の効率、キャパシティの面から、各センターに 1 つの研修センターを設け、実施することを前提に

計画をしたいという意向が示されたため、この案で計画を立て、実施段階で最も効率的、効果的な

方法を模索することで合意した。 
 
２－３ コストシェアリング 

先方政府の経費負担については、人件費やプロジェクトオフィスなどの貢献のみにとどまり、

INSET 実施にかかる追加的な負担は非常に厳しい状況であった。しかしながら、根気強い交渉の結

果、当方からの大きな譲歩（中央研修実施経費の全額負担、教員研修の教員に対する交通費の負担、

その他ワークショップや、校長研修の全額負担）もあり、教員研修にかかる教員の宿泊費や、SMASSE
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ケニアでの第三国研修に参加する際の研修員に対する日当、また、事務所での光熱費については、

先方政府が負担することで合意した。 
さらに、本プロジェクトのオーナーシップや INSET の将来的なシステム化については、ステーク

ホルダー（特に保護者）の理解と支援が必要不可欠であり、そのために実施するステークホルダー

ワークショップは本プロジェクトの成否を握る極めて重要なコンポーネントであることを伝え、現

段階で合意した政府負担よりさらなるコミットメントを期待する旨申し入れ、同文言をミニッツに

も残すことで合意した。 
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第３章 プロジェクト実施の留意点 
 

３－１ ニジェール側の主体性の意識涵養 

JICA の支援は、人造りは国造りを趣旨として実践していることをニジェール側関係者に啓発し、

常にニジェール政府の責任を追及し、プロジェクトに対する主体性の意識涵養をしなければならな

い。特に今回合意したコストシェアリングを基本線としたニジェール側予算の確保はもとより、現

職教員研修の持続性の観点から、さらなる現職教員研修経費の予算化を求め続ける必要がある。 
 
３－２ 現職教員研修の制度化準備 

今回プロジェクトデザインを協議するにあたっては、研修経費の予算化をほとんど期待すること

ができなかったため、研修の制度化をプロジェクト目標に掲げることはしなかった。しかし、研修

の持続性に関し、研修修了証書に教育省の価値をつけ、研修参加者に対するインセンティブとなる

よう働きかけ、研修の制度化につなげる準備作業を視野に入れるよう働きかけていく必要がある。 
 
３－３ 柔軟な対応 

プロジェクト開始後には、両国の関係者がニジェールの中等理数科教育の実態を認識し、当該分

野の問題・課題を共有し、それを基盤に解決策を共有し、ニジェールに最も適するアプローチを、

走りながら考える姿勢が求められる。合意事項に関して、計画的に PO が進展しないことも考え、

常に専門家には二重、三重の代替を考えながら、プロジェクト運営することが期待される。 
 
３－４ ニジェール人主役のプロジェクト運営 

日本側は常に支援者であり、決して主役でないという意識を持って対応すべきである。効率に問

題があるとしても、アフリカ域内の交流を通しアフリカ人の課題をアフリカ人同士で解決するとい

う TICAD／NEPAD 理念の遂行を念頭においたプロジェクト運営が望まれる。 
 
３－５ プロジェクトの最終受益者は子どもたち 

本プロジェクトは理数科教員の教授能力の向上を目的としているが、その究極の目的は子どもた

ちの学力の向上であり、つまり、本プロジェクトの最終受益者はニジェールの次の世代を担う子ど

もたちであることをプロジェクト関係者は常に認識しなければならない。 
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